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■当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 追加型投信／国内／株式 

信託期間 無期限（設定日：2005年９月29日） 

運用方針 主として日本の株式へ投資を行い、信託
財産の中長期的な成長を目指して運用を
行います。 

主要投資対象 中部経済圏に本社を置く企業の株式 

当ファンドの 
運用方法 

■中部経済圏に本社を置く企業の株式に
投資をすることで、信託財産の中長期
的な成長を目指します。 

■「セレクトポートフォリオ」・「ベー
スポートフォリオ」、２つのコンセプ
トのポートフォリオを組み合わせるこ
とにより、中部経済圏銘柄に幅広く投
資します。 

組入制限 ■株式への投資割合には、制限を設けま
せん。 

分配方針 ■年１回（原則として毎年10月16日。休
業日の場合は翌営業日）決算を行い、
分配を行います。 

■分配対象額の範囲は、経費控除後の繰
越分も含めた利子・配当等収益および
売買益（評価益を含みます。）等の全
額とします。 

■分配金額は、委託会社が基準価額水
準、市況動向等を勘案して決定しま
す。 

※委託会社の判断により分配を行わない
場合もあるため、将来の分配金の支払
いおよびその金額について保証するも
のではありません。 
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受益者の皆さまへ 
平素は格別のお引立てに預かり、厚くお礼申し上

げます。 

当ファンドは主として日本の株式へ投資を行い、

信託財産の中長期的な成長を目指して運用を行い

ます。当期についても、運用方針に沿った運用を

行いました。 

今後ともご愛顧のほどお願い申し上げます。 
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－ 1 － 

原則として、各表の数量および金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しています。ただし、単位
未満の数値については小数を表記する場合があります。 
 

最近５期の運用実績 
 

決  算  期 
基 準 価 額 

(参考指数) 
Ｔ Ｏ Ｐ Ｉ Ｘ 株式組入 

比  率 
純 資 産 
総  額 

(分配落) 
税 込 
分配金 

期 中 
騰落率 

（東証株価指数、
配当込み） 

期 中 
騰落率 

 円 円 ％  ％ ％ 百万円 
16期(2021年10月18日) 12,466 1,150 24.8 3,216.66 27.4 96.7 2,914 
17期(2022年10月17日) 11,024 510 △ 7.5 3,074.75 △ 4.4 96.3 2,608 
18期(2023年10月16日) 12,060 1,030 18.7 3,814.63 24.1 95.0 2,625 
19期(2024年10月16日) 11,918 950 6.7 4,621.20 21.1 96.0 2,462 
20期(2025年10月16日) 12,364 1,180 13.6 5,639.55 22.0 97.4 2,538 

 
※基準価額の騰落率は分配金込み。 
※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 
※指数の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行者、許諾者は当ファンドの運営に何ら関与
するものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。 

※参考指数は市場の動きを示す目的で記載しており、当ファンドが当該参考指数を意識して運用しているわけではありません。 

 

当期中の基準価額と市況等の推移 
 

年  月  日 
基 準 価 額 

(参考指数) 
ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み） 株式組入 

比  率 
 騰 落 率  騰 落 率 

(期   首) 円 ％  ％ ％ 
2024年10月16日 11,918 － 4,621.20 － 96.0 
  10月末 11,891 △ 0.2 4,629.83 0.2 97.3 
  11月末 11,701 △ 1.8 4,606.07 △ 0.3 98.1 
  12月末 12,155 2.0 4,791.22 3.7 98.8 

2025年１月末  12,056 1.2 4,797.95 3.8 98.9 
  ２月末 11,480 △ 3.7 4,616.34 △ 0.1 99.1 
  ３月末 11,520 △ 3.3 4,626.52 0.1 98.1 
  ４月末 11,548 △ 3.1 4,641.96 0.4 97.2 
  ５月末 11,883 △ 0.3 4,878.83 5.6 97.3 
  ６月末 12,056 1.2 4,974.53 7.6 99.0 
  ７月末 12,646 6.1 5,132.22 11.1 99.4 
  ８月末 13,140 10.3 5,363.98 16.1 98.7 
  ９月末 13,445 12.8 5,523.68 19.5 98.2 

(期   末)      
2025年10月16日 13,544 13.6 5,639.55 22.0 97.4 

 
※期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 
※株式組入比率には、新株予約権証券を含みます。 



 

1 運用経過
基準価額等の推移について（2024年10月17日から2025年10月16日まで）

基準価額等の推移

分配金再投資基準価額について
　分配金再投資基準価額は分配金（税引前）を分配時
に再投資したと仮定して計算したもので、ファンド
運用の実質的なパフォーマンスを示します。

※�分配金を再投資するかどうかについては、受益者の皆さまがご
利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額な
どによって課税条件も異なります。したがって、受益者の皆さ
まの損益の状況を示すものではありません。（以下、同じ）

※分配金再投資基準価額および参考指数は、期首の値が基準価額と同一となるように指数化しています。

※当ファンドの参考指数は、ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）です。
※‌�指数の著作権、知的所有権、その他一切の権利は発行者、許諾者が有しています。これら発行者、許諾者は当ファン
ドの運営に何ら関与するものではなく、当ファンドの運用成果に対して一切の責任を負うものではありません。
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（分配金再投資ベース）
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基準価額の主な変動要因（2024年10月17日から2025年10月16日まで）

　当ファンドは、中部経済圏に本社を置く企業の株式に投資しました。中部経済圏銘柄のうち、
財務健全性等を基準に一部の銘柄を除外した「セレクトポートフォリオ」および「ベースポート
フォリオ」の２つのコンセプトのポートフォリオを組み合わせて投資しました。

●国内企業による資本効率の向上への取り組みが続くと期待されたこと
●日米間の関税交渉が決着し、世界景気および企業業績の先行きに対する過度な警戒が和
らいだこと
●イビデン、豊田合成、リゾートトラスト等の株価が上昇したこと

上昇要因
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投資環境について（2024年10月17日から2025年10月16日まで）

国内株式市場は、上昇しました。

　期初は、一進一退の展開となりました。底
堅い世界景気や米ドル高・円安の進行、持続
的な賃上げなどによる国内景気の回復期待が
下支えとなる一方、米トランプ新政権の関税
政策への不透明感や米景気の先行きの下振れ
懸念、国内企業の低調な決算などが重石とな
り、レンジ内での推移が続きました。
　期半ばには、乱高下する展開となりました。
米政権発表の相互関税の幅が市場想定を大き
く上回り、世界経済への悪影響が懸念され、
世界同時株安となりました。米ドル安・円高
が急速に進行し、国内株式市場も大きく下げ
る展開となりました。その後、トランプ米大
統領による相互関税実施の先延ばしや米中貿
易摩擦の後退から反転しました。国内企業業

績見通しは低調であったものの、米政権の関
税措置緩和期待などから下落分を打ち消しま
した。
　期後半は、高値圏でもみ合う中、中東紛争
の短期収束、米関税政策への不安後退、米国
の早期利下げ期待などから徐々に下値を切り
上げていきました。その後、日米関税交渉が
市場予想よりも早期かつ低税率で合意される
と史上最高値を更新しました。期末にかけて
は、堅調な国内の四半期ＧＤＰ（国内総生産）
速報値が好感されたことや、米経済指標を背
景とした米利下げ観測の高まり、石破首相の
辞意表明に伴う次期政権への財政拡張期待な
どから、一段と上昇しました。

ポートフォリオについて（2024年10月17日から2025年10月16日まで）

　中部経済圏（愛知県・岐阜県・三重県・静
岡県の一部）に本社を置く銘柄の中から、財
務健全性等を基準に、繰越損失のある銘柄な
ど一部の銘柄を除外したうえで、セレクト
ポートフォリオ（時価総額26位以下の銘柄か
ら選別して投資）、ベースポートフォリオ（時
価総額上位25銘柄に等金額投資）の２つの
ポートフォリオを構築して運用しました。

●業種配分
　当ファンドが投資する中部経済圏は、日本
の「ものづくり」の集積地となっています。そ
のため、ベースポートフォリオでは製造業の
占めるウェイトが高くなっています。とりわ
け、自動車メーカーとそれを支える自動車部
品メーカーが属する輸送用機器の組み入れが
多くなっています。当期末では、ベースポー
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トフォリオとして投資する25銘柄のうち８
銘柄が輸送用機器の銘柄となっています。

●セレクトポートフォリオ
　当期の組入株式の評価総額に占めるセレク
トポートフォリオの比率は概ね55％に近い
水準を維持しました。当期末で、中部経済圏
に本社を置く銘柄に投資し、東証33業種で
見た場合、サービス業、小売業が高い組入比
率となりました。

●ベースポートフォリオ
　期を通じて株式の評価総額に対する比率に
ついて１銘柄につき1.8％を目安として運用
しました。その結果、当期の組入株式の評価
総額に占めるベースポートフォリオの比率は
概ね45％に近い水準を維持しました。
　2024年12月にスズケンを除外し、ジェイ
テクトを追加、2025年３月にジェイテクト
を除外し、トヨタ紡織を追加、６月にトヨタ
紡織を除外し、スズケンを追加、９月にセイ
ノーホールディングス、東邦瓦斯、スズケン
を除外し、ジェイテクト、豊田合成、トヨタ
紡織を追加しました。

※基準価額は分配金再投資ベース

ベンチマークとの差異について（2024年10月17日から2025年10月16日まで）

基準価額と参考指数の騰落率対比
（％）

基準価額

参考指数
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　当ファンドは運用の指標となるベンチ
マークはありませんが、参考指数として�
ＴＯＰＩＸ（東証株価指数、配当込み）を設
けています。
　記載のグラフは、基準価額と参考指数の
騰落率の対比です。
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分配金について（2024年10月17日から2025年10月16日まで）

（単位：円、１万口当たり、税引前）

項　目 第20期 　期間の１万口当たりの分配金（税引前）は、
基準価額水準等を勘案し、左記の通りとい
たしました。
　なお、留保益につきましては、運用の基
本方針に基づき運用いたします。

当期分配金 1,180
（対基準価額比率） （8.71％） 

当期の収益 1,180

当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 2,364 
※‌�単位未満を切り捨てているため、「当期の収益」と「当期の収益以外」の合計が「当期分配金」と一致しない場合があります。
※‌�「対基準価額比率」は、「当期分配金」（税引前）の期末基準価額（分配金（税引前）込み）に対する比率で、当ファンドの収
益率とは異なります。

2 今後の運用方針
　世界景気は、米政権の関税引き上げの影響
により一時的に減速するものの、米利下げ再
開や主要国の財政出動などによって2026年
に回復すると予想します。国内は、自民党の
新総裁の下で、連立の枠組み拡大による景気
配慮型の政策が行われると考えます。底堅い
内外景気を背景に国内企業の業績は改善基調
が続くと見込むほか、ガバナンス（企業統治）
改革への着実な進展も中期的に株価を支える
要因と期待されます。一方、足元までの株価
上昇によりバリュエーション（投資価値評価）
に過熱感もあり、高値警戒感が当面の株価を
抑えると考えられます。
　株式組入比率は高位の水準で、株式市場の

変動に応じて機動的に運用していきます。セ
レクトポートフォリオ、ベースポートフォリ
オの株式評価総額に対する比率はそれぞれ
55％、45％を目安に運用する方針です。
　セレクトポートフォリオは、中部経済圏の
特徴でもある資本財（輸送用機器・機械）と消
費財（小売・サービス業）を中心に、ビジネス
モデルに強みのある企業など中長期的な成長
が期待できる企業へ投資していく方針です。
　時価総額順位の見直しは３ヵ月に１度とし、
３、６、９、12月の月中に設定する基準日
の時価総額の順位で、変更があれば速やかに
銘柄の入れ替えを実施します。
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3 お知らせ
約款変更について

●�投資信託及び投資法人に関する法律第14条の改正に伴い、記載変更を行うため、信託約款に
所要の変更を行いました。� （適用日：2025年４月１日）

交付運用報告書の電磁的方法による提供（電子交付）の推進について

　2023年11月に「投資信託及び投資法人に関する法律」の一部改正が行われました。受益者の皆
さまへの交付運用報告書の提供に関する規定について、従来は書面交付を原則としていましたが、
書面交付または電磁的方法（電子メールへのファイルの添付、販売会社等のホームページにアク
セスして閲覧等）による提供のいずれかに変更されました。
　交付運用報告書を電磁的方法で提供することにより、書面の印刷および配送にかかる期間が短
縮され、受益者の皆さまが、より早期に交付運用報告書をご覧いただくことや、時間や場所を問
わずにご覧になることが可能になると考えられます。また、ペーパーレス化が推進されることに
より、森林資源の保護や印刷・配送に伴う二酸化炭素の排出量の削減につながることが期待され
ます。
　今後、電磁的方法による提供を実施することに関し、受益者の皆さまに事前告知等が行われま
すが、希望される場合には引き続き書面交付をすることも可能です。今後も顧客本位の業務運営
を確保しつつ、電磁的方法による交付運用報告書の提供を進めてまいりますので、ご理解、ご協
力のほどよろしくお願い申し上げます。
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１万口当たりの費用明細（2024年10月17日から2025年10月16日まで）

項　目 金額 比率 項目の概要

（a）信 託 報 酬 159円 1.320％ 信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率×（経過日数／年日数）
期中の平均基準価額は12,078円です。
投信会社：ファンド運用の指図等の対価
販売会社：‌�交付運用報告書等各種資料の送付、口座内でのファン

ドの管理、購入後の情報提供等の対価
受託会社：‌�ファンド財産の保管および管理、投信会社からの指図

の実行等の対価

（ 投 信 会 社 ） （78） （0.643）

（ 販 売 会 社 ） （78） （0.643）

（ 受 託 会 社 ） （4） （0.033）

（b）売買委託手数料 7　 0.055　 売買委託手数料＝期中の売買委託手数料／期中の平均受益権口数
売買委託手数料：‌�有価証券等の売買の際、売買仲介人に支払う�

手数料（ 株 式 ） （7） （0.055）

（先物･オプション） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（c）有価証券取引税 －　 －　 有価証券取引税＝期中の有価証券取引税／期中の平均受益権口数
‌�有価証券取引税：‌�有価証券の取引の都度発生する取引に関する�

税金（ 株 式 ） （－） （－）

（ 公 社 債 ） （－） （－）

（投資信託証券） （－） （－）

（d）そ の 他 費 用 0　 0.003　 その他費用＝期中のその他費用／期中の平均受益権口数
保管費用：‌�海外における保管銀行等に支払う有価証券等の保管お

よび資金の送回金・資産の移転等に要する費用
監査費用：監査法人に支払うファンドの監査費用
そ の 他：信託事務の処理等に要するその他費用

（ 保 管 費 用 ） （－） （－）

（ 監 査 費 用 ） （0） （0.003）

（ そ の 他 ） （－） （－）

合 　 計 166　 1.378　

※�期中の費用(消費税のかかるものは消費税を含む)は、追加・解約によって受益権口数に変動があるため、簡便法により
算出しています。
※比率欄は１万口当たりのそれぞれの費用金額を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。
※各項目毎に円未満は四捨五入しています。
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中部経済圏株式ファンド【愛称：ゲンキ・中部】 



 

参考情報 総経費率（年率換算）

総経費率
1.32%

運用管理費用（受託会社）

0.03%

その他費用

0.00%

運用管理費用（販売会社）

0.64%

運用管理費用（投信会社）

0.64%

※�各費用は、前掲「１万口当たりの費用明細」において用いた簡便法により算出したもので、原則とし
て、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
※各比率は、年率換算した値（小数点以下第２位未満を四捨五入）です。
※�上記の前提条件で算出しているため、「１万口当たりの費用明細」の各比率とは、値が異なる場合が
あります。なお、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託
手数料および有価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基
準価額（１口当たり）を乗じた数で除した総経費率（年率換算）は1.32％です。
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中部経済圏株式ファンド【愛称：ゲンキ・中部】 
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中部経済圏株式ファンド【愛称：ゲンキ・中部】 

当期中の売買及び取引の状況(2024年10月17日から2025年10月16日まで) 
株 式 
 

 
買    付 売    付 

株  数 金  額 株  数 金  額 

   千株 千円 千株 千円 

国内 上 場  491.2 973,422 494.1 1,165,954 

   (36.1) (－)   
 
※金額は受渡し代金。 
※( )内は株式分割、予約権行使、合併等による増減分で、上段の数字には含まれておりません。 

 

株式売買金額の平均組入株式時価総額に対する割合 
(2024年10月17日から2025年10月16日まで) 

 
項     目 当     期 

(a) 期 中 の 株 式 売 買 金 額 2,139,376千円 

(b) 期 中 の 平 均 組 入 株 式 時 価 総 額 2,501,922千円 

(c) 売 買 高 比 率 ( a ) / ( b ) 0.85   
 
※(b)は各月末現在の組入株式時価総額の平均。 
※外貨建資産については、(a)は各月末(ただし、決算日の属する月については決算日)の日本の対顧客電信売買相場の仲値で換算した邦貨金

額の合計、(b)は各月末の同仲値で換算した邦貨金額合計の平均です。 

 

利害関係人との取引状況等(2024年10月17日から2025年10月16日まで) 
(１)利害関係人との取引状況 
 

区   分 買付額等 
Ａ 

うち利害関係人 
との取引状況Ｂ 

 
Ｂ 

 
売付額等 

Ｃ 
うち利害関係人 
との取引状況Ｄ 

 
Ｄ 

 
Ａ Ｃ 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％ 

株 式 973 45 4.7 1,165 96 8.3 
 
 



 

 

 

品    名：pm583_03_158546_【全体版】中部経済圏株式ファンド（帳票）.doc 

オペレーター：千修デジタルワーキングルーム Pd2-user 

プリント日時：2025/11/17 11:56:00 

 

－ 11 － 

中部経済圏株式ファンド【愛称：ゲンキ・中部】 

(２)売買委託手数料総額に対する利害関係人への支払比率 
 

項     目 当     期 

(a) 売 買 委 託 手 数 料 総 額 1,390千円 

(b) う ち 利 害 関 係 人 へ の 支 払 額 109千円 

(c) (b)／(a) 7.9％  

 

利害関係人とは、投資信託および投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人であり、当期における当
ファンドに係る利害関係人とは、ＳＭＢＣ日興証券株式会社です。 

 

第一種金融商品取引業、第二種金融商品取引業又は商品取引受託業務を兼業している委託会社の自己取引状況 
(2024年10月17日から2025年10月16日まで) 

 該当事項はございません。また委託会社に売買委託手数料は支払われておりません。 

 

組入れ資産の明細(2025年10月16日現在) 
国内株式 
 

銘     柄 
期首(前期末) 期     末 

株 数 株 数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業(－)    

ダイセキ環境ソリューション 11.4 － － 

食料品(0.5％)    

カゴメ 9.6 4.3 11,975 

化学(2.5％)    

三和油化工業 9.7 8.8 14,889 

アイカ工業 12.5 11.7 41,886 

未来工業 1.4 1.3 4,738 

ガラス・土石製品(7.2％)    

ノリタケ 8.3 5.5 25,822 

日本碍子 21.6 17.4 43,430 

日本特殊陶業 9.9 7.5 43,897 

ＭＡＲＵＷＡ 1 1.1 44,220 

フジミインコーポレーテッド 11.5 8.5 20,289 

鉄鋼(2.3％)    

大同特殊鋼 26.2 43.8 57,903 

金属製品(1.8％)    

リンナイ 11.9 12.8 43,481 

機械(13.4％)    

オークマ 3.8 7.1 24,566 

ＦＵＪＩ 19.1 24.2 66,574 

銘     柄 
期首(前期末) 期     末 

株 数 株 数 評 価 額 

ＣＫＤ 14.6 32.7 107,419 

ダイコク電機 16.2 － － 

ホシザキ 8.2 7.9 43,055 

ジェイテクト 36.3 31.8 45,712 

マキタ 8.9 9 43,191 

電気機器(6.7％)    

イビデン 9.1 4.6 48,070 

ブラザー工業 14.8 17.1 44,314 

愛知電機 － 0.9 4,977 

ＢＵＦＦＡＬＯ 6.3 5.2 18,382 

アイホン 2.4 1.7 4,712 

浜松ホトニクス 21.3 26.8 44,300 

輸送用機器(16.4％)    

トヨタ紡織 16.2 17 40,451 

豊田自動織機 3.8 2.5 41,625 

デンソー 20.1 19.9 44,008 

東海理化電機製作所 2 6.9 18,112 

トヨタ自動車 16 15.5 45,794 

武蔵精密工業 9.5 11.4 36,480 

フタバ産業 6.5 6.1 5,837 

アイシン 27.2 16.7 42,092 

スズキ 26.4 19.9 44,337 
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中部経済圏株式ファンド【愛称：ゲンキ・中部】 

銘     柄 
期首(前期末) 期     末 

株 数 株 数 評 価 額 

ヤマハ発動機 31.2 40.5 44,489 

豊田合成 11.4 11.8 42,751 

精密機器(2.2％)    

朝日インテック 16.8 17.4 40,602 

メニコン 12.3 12.6 14,805 

その他製品(2.9％)    

ＭＴＧ － 3.5 13,912 

ローランド 2.2 4.3 14,254 

ヤマハ 34 43.1 42,733 

電気・ガス業(3.7％)    

中部電力 25.3 21 45,507 

東邦瓦斯 10.6 10.2 45,369 

陸運業(3.3％)    

東海旅客鉄道 12.7 10.2 43,839 

名古屋鉄道 7.1 － － 

セイノーホールディングス 17.2 17.1 37,012 

情報・通信業(0.9％)    

電算システムホールディングス 1.2 － － 

東海ソフト 25.9 8.1 14,539 

トビラシステムズ 13.3 8 7,880 

卸売業(7.5％)    

コメダホールディングス 21.3 18.8 55,648 

豊田通商 16.3 10.6 45,336 

サンゲツ 5.8 14.8 44,133 

スズケン 8.1 6.9 40,647 

小売業(10.0％)    

あみやき亭 3.5 2.6 3,507 

コメ兵ホールディングス 17.7 16.5 50,160 

セリア 10.8 7.8 23,829 

銘     柄 
期首(前期末) 期     末 

株 数 株 数 評 価 額 

物語コーポレーション 5.8 7.1 28,293 

ヨシックスホールディングス 13.7 11.6 29,580 

ＶＴホールディングス 42.2 38.2 18,985 

スギホールディングス 16.6 12.5 44,112 

バローホールディングス 11.9 16.8 47,678 

銀行業(2.8％)    

十六フィナンシャルグループ 5.6 5.1 27,540 

あいちフィナンシャルグループ 8.5 11 41,470 

不動産業(0.7％)    

三重交通グループホールディングス 58.5 34.4 18,128 

サービス業(15.3％)    

ＪＰホールディングス 34.9 143.2 89,070 

日本空調サービス 13.9 8 9,600 

リゾートトラスト 29 53.8 100,041 

ユー・エス・エス 31.4 24.4 41,309 

ＫｅｅＰｅｒ技研 7.3 8 29,080 

ミダックホールディングス 4.7 4.2 8,043 

東祥 21.3 14.9 11,517 

アイビス 0.3 － － 

トーカイ 17.4 14.8 32,722 

メイテックグループホールディングス 12 4.7 14,523 

ダイセキ 23 13.5 42,255 

合 計 

 千株 千株 千円 

株 数 ・ 金 額 1,086.4 1,119.6 2,471,459 

銘柄数＜比率＞ 73銘柄 70銘柄 ＜97.4％＞ 
 
※銘柄欄の( )内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。 
※< >内は、純資産総額に対する評価額の比率。 
 

 

投資信託財産の構成 (2025年10月16日現在) 
 

項      目 
期           末 

評  価  額 比     率 

 千円 ％ 

株         式 2,471,459 88.2 

コ ー ル ・ ロ ー ン 等 、 そ の 他 331,245 11.8 

投 資 信 託 財 産 総 額 2,802,705 100.0 
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中部経済圏株式ファンド【愛称：ゲンキ・中部】 

資産、負債、元本及び基準価額の状況 
(2025年10月16日現在) 

 
項     目 期     末 

(A) 資 産 2,802,705,523円 
 コ ー ル ・ ロ ー ン 等 302,232,083  
 株 式 ( 評 価 額 ) 2,471,459,950  
 未 収 配 当 金 29,013,490  

(B) 負 債 264,088,367  
 未 払 収 益 分 配 金 242,271,780  
 未 払 解 約 金 4,702,949  
 未 払 信 託 報 酬 17,071,043  
 そ の 他 未 払 費 用 42,595  

(C) 純 資 産 総 額 ( A - B ) 2,538,617,156  
 元 本 2,053,150,679  
 次 期 繰 越 損 益 金 485,466,477  

(D) 受 益 権 総 口 数 2,053,150,679口 
 １万口当たり基準価額(C/D) 12,364円 

 
※当期における期首元本額2,066,588,544円、期中追加設定元本額
123,272,329円、期中一部解約元本額136,710,194円です。 

※上記表中の次期繰越損益金がマイナス表示の場合は、当該金額
が投資信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定す
る額(元本の欠損)となります。 

※上記表中の受益権総口数および１万口当たり基準価額が、投資
信託財産の計算に関する規則第55条の６第７号および第11号に
規定する受益権の総数および計算口数当たりの純資産の額とな
ります。 

損益の状況 
(自2024年10月17日 至2025年10月16日) 

 
項     目 当     期 

(A) 配 当 等 収 益 68,721,983円 
 受 取 配 当 金 68,588,573  
 受 取 利 息 132,462  
 そ の 他 収 益 金 948  

(B) 有 価 証 券 売 買 損 益 296,256,734  
 売 買 益 459,043,448  
 売 買 損 △162,786,714  

(C) 信 託 報 酬 等 △ 33,535,452  
(D) 当 期 損 益 金 ( A + B + C ) 331,443,265  
(E) 前 期 繰 越 損 益 金 126,431,320  
(F) 追 加 信 託 差 損 益 金 269,863,672  
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (  233,769,917)  
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (   36,093,755)  

(G) 合 計       ( D + E + F ) 727,738,257  
(H) 収 益 分 配 金 △242,271,780  
 次 期 繰 越 損 益 金 ( G + H ) 485,466,477  
 追 加 信 託 差 損 益 金 269,863,672  
 ( 配 当 等 相 当 額 ) (  233,769,917)  
 ( 売 買 損 益 相 当 額 ) (   36,093,755)  
 分 配 準 備 積 立 金 215,602,805  

 
※有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。 
※株式投信の信託報酬等には消費税等相当額が含まれており、公
社債投信には内訳の一部に消費税等相当額が含まれています。 

※追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設定
をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

※分配金の計算過程は以下の通りです。 

 当     期 
(a) 経費控除後の配当等収益 62,407,257円 
(b) 経費控除後の有価証券売買等損益 269,036,008  
(c) 収益調整金 269,863,672  
(d) 分配準備積立金 126,431,320  
(e) 当期分配対象額(a+b+c+d) 727,738,257  
 １万口当たり当期分配対象額 3,544.50  

(f) 分配金 242,271,780  
 １万口当たり分配金 1,180  

 
 

分配金のお知らせ 
 

１万口当たり分配金(税引前) 
当 期 

1,180円 
 
※分配金は、分配後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は全額「普通分配金」となり課税されます。分配後の基準価額が個別元
本を下回る場合は下回る部分が「元本払戻金（特別分配金）」となり非課税、残りの部分が「普通分配金」となります。 

 

上記のほか、投資信託財産の計算に関する規則第58条第１項各号に該当する事項はありません。 




